
南富良野町人事行政の運営等の状況 

 
１ 職員の任免及び職員数に関する状況 
 
（１）新規採用状況   〔単位：人〕 

区 分 人数 

１９年度 １ 

前 年 度 ０ 

    
（２）事由別退職状況                            〔単位：人〕 

そ  の  他 
区 分 定年退職 勧奨退職 

普通退職 分限免職 懲戒免職 失 職 死亡退職 
合 計 

１９年度 ３ ２ １   ６

前 年 度 ３ ３ ３   ９

増 減 ０ ▲１ ▲２   ▲３

    
（３）部門別職員数の状況                          〔単位：人〕 

職員数 対前年度増減数 
区  分 

１９年度 前年度 １９年度 前年度 
主な増減理由 

一 般 行 政 部 門 ６３ ６９ ▲６ ▲５  

特別行政部門（教育） ２１ ２２ ▲１ １  

公営企業等会計部門 ２８ ３０ ▲２ ▲１  

合  計 １１２ １２１ ▲９ ▲５ 退職者不補充 

条例上の定数 １７２ １７２   
 （注）各年度４月１日現在の状況である。 
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２ 職員の給与の状況 
 
（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

     人 

歳 出 額 

  A  千円

実質収支 

千円

人 件 費 

B 千円 

人件費率 

B/A % 

１９年度 ２，９０４ ４，１５１，３２９ ６，９６４ ７５８，４７９ １８．３

前 年 度 ２，９３０ ３，７３９，８１２ １１，７１５ ７６２，９９７ ２０．４

 （注）１ 各年度の決算による。 
    ２ 住民基本台帳人口は各年度末現在のものである。 
 
（２）職員給与費の状況（普通会計予算） 

給   与   費 
区 分 

職員数

A 人 給料 職員手当 期末勤勉手当 計B 

一人当たり給与費

B/A 

１９年度 
人

７８

千円

３０２，１６５

千円

５０，２２８

千円

１１８，６５３

千円 

４７１，０４６ 

千円

６，０３９

前 年 度 ８４ ３２３，７５２ ５２，１２２ １１８，２８７ ４９４，１６１ ５，８８３

 （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
    ２ 給与費は当初予算に計上された一般職に係る額である。 
 
（３）職員の平均年齢及び平均給与月額の状況（一般行政職） 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

１９年度 
歳 

４１．８ 
円

３２２，４７１

円

３６２，７１５

前 年 度 ４１．８ ３２６，７３１ ３７１，９７４

 （注）１ 各年度４月１日現在の状況である。 
    ２ 平均給与月額は、給料月額と諸手当（寒冷地手当、期末勤勉手当及び退職手当を除く。）

の額とを合計したものである。 
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
 
（１）勤務時間の状況 

勤 務 時 間 の 割 り 振 り １週間の 
勤務時間 始業時刻 終業時刻 休憩時刻 休息時刻 週休日 

４０時間００分 ８：３０ １７：３０

１２：００

～ 

１３：００

なし 土・日 

 （注）１ 平成２０年４月１日現在の状況である。 
    ２ 標準的な職場における状況である。 
 
（２）年次有給休暇の取得状況 

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均使用日数 

２，８７９日 ５３９日 ７２人 ７．５日 

 （注）取得日数は、平成１９年１月１日から１２月３１日までの間である。 
 
（３）休暇等の状況 

区  分 内              容 

年次休暇 １暦年ごとに２０日とし、２０日を限度として翌年に繰り越すことができ

る。 

病気休暇 (1)公務の負傷  その療養に必要と認める期間 

(2)結核性疾患  １年を超えない範囲内で療養に必要な期間 

(3)そ の 他  ９０日を超えない範囲内で療養に必要な期間 

特別休暇 

（主なもの） 

(1)忌引休暇      親族に応じた日数 

  例：配偶者及び父母 ７日、子 ５日、祖父母 ３日又は５日 

(2)結婚休暇      ５日以内 

(3)配偶者出産休暇   ３日以内 

(4)産前産後休暇    各８週間 

(5)子の看護休暇    ５日以内 

(6)夏季休暇      ４日以内 

介護休暇 配偶者、父母、子、配偶者の父母等が、負傷、疾病又は老齢により日常生

活を営むのに支障があるものの介護をする場合、連続する６月以内で必要

な期間。 

育児休業 ３歳に満たない自分の子を養育するため、その子が３歳に達するまで育児

休業することができる。 

 （注）平成２０年４月１日現在の状況である。 
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４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 
 
（１）分限処分者（平成１９年度） 

処   分   事   由 降任 免職 休職 計 

勤務実績が良くない場合    ０ 

心身の故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合    ０ 

その職に必要な適格性を欠く場合    ０ 

職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合    ０ 

刑事事件に関し起訴された場合    ０ 

  
（２）懲戒処分者数（平成１９年度） 

処   分   事   由 戒告 減給 停職 免職 計 

法令等に違反した場合     ０ 

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合     ０ 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合     ０ 

  
５ 職員の服務の状況 
  職員の職務専念義務の免除及び営利企業等の従事制限の状況（平成１９年度） 

区    分 延べ人数 
職務専念義務免除の人数    １８人 

営利企業等の従事許可の人数 ０人 

  
６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 
（１）職員研修の状況（平成１９年度） 

区    分 参加人数 
北海道市町村職員研修センター     ３人 

上川支庁管内町村会     ７人 

職場研修会    ４０人 

 
（２）勤務評定制度の概要 
   地方公務員法に基づき、職員の執務について定期的に勤務成績の評定を行い、その評定の結

果に応じた措置を講じている。 
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
（１）健康診断の状況（平成１９年度） 

健康診断の種類 対象者数 受診者数 

定期健康診断  １０３人  １０３人 

 
（２）公務災害の認定件数の状況（平成１９年度） 

区   分 件 数 
公務災害 ０件 
通勤災害 ０件 

 
（３）職員福利厚生互助会の状況（平成１９年度） 

会 員 数 １０３人 
総事業費 １，１３１千円

町の補助金 ４１２千円

主な事業 
○町内クリーン作戦 
○リフレッシュ事業 
○新春交流会 

 
８ 公平委員会に係る業務の状況 
（１）勤務条件に関する措置の要求の状況（平成１９年度） 

措置要求件数 措置要求の概要 

無  

  
（２）不利益処分に関する不服 

不服申立件数 不服申立の概要 

無  

 


